明治前期の災害対策法令 (第2輯) (その3) by 井上 洋
南山大学紀要『アカデミア』人文・自然科学編　第 16号，189―214，2018年 6月 189
 明治前期の災害対策法令（第 2輯）（その 3） 





























 13　注に記した文献のほかに，以下のものを適宜参照した。『政治学事典』（平凡社，1954年 5 月），日本史籍協会（編）
『百官履歴 一』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1927年 10月），日本史籍協会（編）『百
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官履歴　二』（東京大学出版会，1973年 7 月，覆刻版，原本の刊行は 1928年 2 月），内閣記録局（編）『明治
職官沿革表 職官部』（国書刊行会，1974年 5 月，複製版，原版の刊行は 1886年），内閣記録局（編）『明治職官
沿革表 官廨部』（国書刊行会，1974年 6 月，複製版，原版の刊行は 1886年），国史大辞典編集委員会（編）『国
史大辞典』（全 15巻）（吉川弘文館，1979年 3 月 ― 1997年 4 月），日本歴史学会（編）『明治維新人名辞典』（吉
川弘文館，1981年 9 月），大久保利謙（監修）『明治大正日本国勢沿革資料総覧』（全 4 巻）（柏書房，1983年
10月），岩波書店編集部（編）『近代日本総合年表』（第二版）（岩波書店，1984年 5 月），木村礎・藤野保・村
上直（編）『藩史大事典』（全 8 巻）（雄山閣出版，1988年 7 月 ― 1990年 6 月），『日本史大事典』（全 7 巻）（平






「明治前期の災害対策法令」（その 1）から（その 4）まで（1868年分 34件，1869年 8月までの分 25件を収録）は，
南山大学『アカデミア（人文・自然科学編）』，第 10号から第 13号（2015年 6月～ 2017年 1月）に掲載されている。
それを大幅に改稿し，さらに 1869年 9月から 1870年 12月までの災害対策法令 52件を加えたものが，井上洋『明
治前期の災害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』（論創社，2018年 3月）である。1870年 12月より前の災害対策法令
についてはこちらを参看されたい。また「明治前期の災害対策法令（第 2輯）」の（その 1）（その 2）は，南山大学『ア







 【1871 年】（明治 3年 11月 11日から明治 4年 11月 20日まで） 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）（承前）（4月 11日）（90 ― 92頁）【災
害予防】【災害応急対応への備え】【災害復旧】 
 7．「諸県管内地理戸籍等ヲ査点録上セシム」（明治 4辛未年 3月 8日，太政官第 120）（4月 27日）
（97 ― 98頁）【災害予防】 
 8．「田高損毛ニ係ル三役永免除ハ自今稟候ヲ要セス」（明治 4辛未年 3月，大蔵省第 7）（4月 20日
から 5月 18日）（484頁）【経費事務】 
 9．「府藩県川々往来船筏ノ定税ヲ開申セシム」（明治 4辛未年 4月 3日，民部省第 8）（5月 21日）（468
頁）【経費事務】 
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 10．「新規定免伺定免切替届一村限帳雛形ヲ定ム」（明治 4辛未年 4月 3日，大蔵省第 8）（5月 21日）
（484 ― 489頁）【罹災者救援】【災害復旧】【経費事務】 
 11a．「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180）（5月 28日）（143 ― 144頁）
【罹災者救援】【経費事務】 
 【注解】 
 6．「治水条目ヲ定ム」（明治 4辛未年 2月 22日，太政官第 88）（承前） 





































料集成改造社版は 1934年 5月刊，308 ― 309頁）。 


























































































と，①については「治水策要領」第 1項が，②については「治水策要領」第 1項および第 14項が，
③については「治水費用ヲ区定スルノ議」が，④については「治水策要領」第 3項，第 4項，第 5項，












 【注解 3】明治 4年 2月 22日，民部省と大蔵省は合議の上，前年 11月に土木司が建明した「水利
堤防ノ方策」を太政官に開稟した。この土木司建策の開稟にもとづいて発出されたのが，本件「治













成　第二巻』，原書房，1978年 12月，復刻版，原版の史料集成改造社版は 1932年 6月刊），137 ― 138頁も参照。 











































 ※ 73「治水条目」第 3条の内容は「治水策要領」第 8項に対応するが，この両者を比べてみると，「治水策要領」
第 8項にある「水楊細竹ノ類……或ハ新ニ栽培シ」の部分（水害防備林の育成の規定）が「治水条目」第 3条
では落ちていることに気づく。明治 3年 11月の土木司建策においては「治水策要領」第 8項のほかにも「検
査官員ヲ設置スルノ議」のなかに「堤防ノ内外ニ竹木ヲ挿植シ」という水害防備林の育成規定があるが，「治
水条目」ではすでに自生している竹，水楊を留存するとの規定にとどまっている。尚，「治水条目」と「治水
策要領」との対応関係については，「治水策要領」を取り扱った【註 2】の 2 ― 2の※ 12以下※ 32までを参照
のこと。 
 3．「治水条目」は，上に逐条的に検討したように，第 1条および第 2条の冒頭で河川の区域を定め
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69）もしくは「改定水理堤防条目」（明治 4年 12月 2日）であると言うべきであろう。西川の「治水条目」評
については，西川喬『治水長期計画の歴史』（水利科学研究所，1969年 11月），6頁を参照のこと。西川喬は





 【注解 4】明治 3年末から明治 4年にかけての時期，土木司は治水に関する包括的体系的政策提言
を行ないつつ，それにもとづく治水行政の実施態勢の整備を図らんとしていた。この動きを反映し
た法令や決定は【注解 3】で見た「治水条目」※ 75以外にも存在する。「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ


































と併せて，堤防修繕経費への官費支出を限定せんとする指向性を表したものと，捉えられる※ 77※ 78。 
 ※ 75　ただし，【注解 3】で見たように，「治水条目」は治水に関する「名実綜覈ノ法」たる構成をもたず，内容的
には明治 3年 11月の治水に関する土木司建策の一部を反映したものに過ぎなかった。 





















 【注解 5】上に述べたように，明治 3年冬から明治 4年春にかけての時期，土木司は治水に関する
包括的で体系的な政策提言（「治水策要領」などの建明）を行ないつつ，それにもとづく治水行政
の実施態勢の整備を図ろうとしていた。本注解ではこの土木司を，組織の面から考察しておきたい
と考える。ここで資料とするのは，明治 2年 9月から明治 4年 4月にかけての時期の職員録※ 79と，「明
治四辛未歳制度取調御用兼務中　官省制置改正草稿　杉浦扣本」に収められている「民部省事務条
件」中の土木司に関する部分※ 80である。 
 ※ 79　『職員録（明治 2年 9月［4日］改）』，『職員録（明治 2年 10月［13日］改）』（御用御書物所村上勘兵衛），
『職員録（明治 2年 12月改）』（御用官板所和泉屋市兵衛，須原屋茂兵衛），『職員録（明治 3年 3月［3日］改）』
（官板，御用書物師和泉屋市兵衛，須原屋茂兵衛），『職員録（明治 3年 4月［15日］改）』（官板，御用御書物
師村上勘兵衛，井上治兵衛），『職員録（明治 3年 6月［15日］改）』，『職員録（明治 3年 9月［20日］改）』，









 ※ 80　土屋喬雄（編集代表）『杉浦譲全集 第三巻』（杉浦譲全集刊行会，1978年 10月），326 ― 327頁。 
 2．まず明治 2年 9月から明治 4年 4月にかけての職員録 10点を使って主に職員数という点から土
木司の組織の変化を記述し，それについて若干の考察を試みる。下に職員令官制のもとでの土木司
の職員数の変化について表を掲げる（参照， 表：職員令官制下の土木司の職員数 ）。 
 　職員数という点から土木司の組織の変化を見ると，それが 3つの局面に区分されることが知られ
る（表参照）。第 1の局面は組織の急激な膨張期で，職員録でいえば明治 2年 9月改から明治 3年
3月改までの時期である。この時期には職員録記載の人数が 6名から 144名に急増している。明治
2年 10月改の数字と比較して，明治 3年 3月改の職員は 2.5倍である（57名→ 144名）。わずか半
年足らずのあいだに職員数が 2倍半になっている。第 2の局面は職員数が高い数値で安定した時期





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































改の職員録から明治 3年 3月改の職員録に至る数字の変化を示すと，少佑 2→ 2→ 7，権少佑
5→ 5→ 11，大令史 16→ 19→ 35，少令史 27→ 42→ 82である。第二。明治 3年末から明治 4年
初頭にかけての時期に生じた土木司人員の削減はおもに少佑以下の現象であった。明治 3年 11月
改の職員録と明治 4年 2月改のそれとを比較すると，正から権大佑までの人数は 14→ 12と微減で
あるのに対し，少佑は 13→ 7，権少佑は 25→ 19，大令史 44→ 27，少令史 73→ 21と職位が下が
るほど大幅な削減が発生していることがわかる。第三。第 2局面以降の時期について，明治 3年末
から明治 4年初頭にかけての時期の人員の削減を挟んでも，司の上層部の人数は安定していた（微
増傾向）。正から権大佑までの人数を見ると，明治 2年 12月改の職員録は 6名であったが，それが
明治 3年 3月改の職員録になると 9名に増え，以降 8→ 10→ 15→ 14→ 12→ 13と推移している。
第四。司の上層部は，人数という点では安定していたけれども，明治 3年末から明治 4年初頭にか
けての人員削減の時期に顔ぶれに大きな変化があった。明治 3年 11月改の職員録と明治 4年 2月
改のそれとを比較し，明治 4年 2月改の時点での正から権大佑までの各職位の出入を見てみる※ 82。
そうすると正：出 1名，権正：出 1名入 1名（つまり権正が入れ替わったということ），大佑：出






示す。すると少佑・権少佑については，少佑：出 12名（うち 2名は権大佑に昇進）入 6名，権少佑：
出 17名（うち 4名は少佑に昇進），入 11名（全員大令史からの昇進）（明治 3年 11月改の職員録
の権少佑 25名のうちそのまま権少佑として残った者は 8名に過ぎなかった）となる。また大令史
は，明治 4年 2月改の職員録では 27名とその数を大きく減らしたが，この 27名の内訳を見ると，
明治 3年 11月改の時点から引き続き大令史の者は 13名に過ぎず，明治 3年 11月改では少令史と
して記載されそれ以降に昇進したことが確認できる者 10名，新たに土木司の名簿に名を連ねた者
が 4名であった。少令史についても大幅な人の入れ替えがあった。すなわち，明治 3年 11月改の




 ※ 81　土木司は第 2の局面では人員の点で民部大蔵両省合計の 2割強を占めていたが，この削減によりその比率を
約 1割ほど減らした（明治 3年 11月改：24.0％→明治 4年 2月改：13.8％。数字は延べ数でなく実数で計算し
たものである）。 
 ※ 82　職員録の調査による。この点は上掲の表には示されていない。 
 2 ― 2．以上 2．では明治 2年 9月から明治 4年 4月にかけての時期の職員録を用いて，職員数とい
う点から見た土木司の組織の変化を記述し，若干の評言を付した。これを踏まえてひとつ問題を提
示しておきたい。 



















 ※ 83　「山々開拓ニ付土砂ノ溢漏ヲ防キ其他兀山及川添山々等樹木下草伐採方ヲ定ム」（明治 4辛未年正月，民部省
第 2）の項および本項の【注解 4】までを参照されたい。 









保は明治 3年 7月の民蔵分離後民部省御用掛に任じられていた ― それを実施した，ということだったのかも
しれない。 









0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」（「明治 3年 10月三条実美宛大久保利通覚書」，所収，日本史











明治 3年秋以降同 4年 7月までの時期の土木司の組織と活動内容を推し量るうえで貴重なものであ
る。そこで以下にこの文書を紹介し，若干の検討を試みる。 








 ※ 87　明治 2年 6月の「民部官職制」には土木司知司事の職掌が規定されているけれども，それは「道路橋梁堤防





 3 ― 2．以下に「民部省事務条件」中土木司に関する部分（これを本規程案と表記する）を載せ，解
説を加える※ 88。 




































































ては何もわからない。内閣記録局（編）『法規分類大全 第一編 官職門 七至九 官制 神祇省教部省民部省内務省』
（［内閣記録局］，1889年 12月）を調べたが，明治 4年 7月までの時期において土木司職制あるいは土木司処
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務条例の類の規程の制定を確認することはできなかった。 

















































無を調べるものである。本格的な水害調査の開始は明治 4年 12月の「改定水理堤防条目」第 5条
の規定を待たなければならないが※ 2，本件はそれが始まる前の段階における簡略な水害調査と位置
づけられる。 
 ※ 1　本件については，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，313頁も，参照せよ。 
 ※ 2　「水理堤防条目ヲ改定ス」（明治 4辛未年 12月 2日，太政官第 631）（後掲）。 
 8．「田高損毛ニ係ル三役永免除ハ自今稟候ヲ要セス」（明治 4辛未年 3月，大蔵省第 7） 










自村継場並水旱損高等ヲ録上セシム」（明治 2己巳年 9月 14日，第 875）の項も見よ（参照，井上洋『明治前
期の災害対策法令 第 1巻（1868 ― 1870）』，482 ― 483頁）。 













蔵省沿革志』検査寮の部明治 4年 4月晦条）※ 3。まず，この稟議の全文を紹介するところから始める。 
 　［明治 4年 4月］晦，諸藩其ノ全管轄地ノ水田十分ノ三以上ニ及フ凶荒ニハ海軍資金ヲ減課ス
　可キヲ太政官ニ稟議ス。 
































 　よって次のように提案する。諸藩の全管轄地の 10分の 3以上の荒凶が発生した場合には，審査
を行なったうえで海軍資金の拠出額の減額を認めることとする。しかし，荒凶であっても全管轄地
の 10分の 3を超えない場合には，いっさい減課を認めない。 
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 3．これは，災害を理由として諸藩から提出される海軍資金（課徴金）の減額申請の，処理手続き






を回避せんとする，この点で明治 4年 3月大蔵省第 7と同 4月晦付の大蔵省稟議には共通の意図が
見られる。 
 ※ 4　「藩制」（明治 3庚午年 9月 10日，第 579），参照。 


















 ※ 6　政府は，明治 2年夏以降，「会計官処務条規」や「府県奉職規則」といった規程や「畑方貢米引方ハ稟候処
置セシム」（明治 3庚午年正月 28日，第 62）（70 ― 5）などの法令を公布することにより，税の減免や賑恤の実
施にかかわる地方官の専断を禁じたが，そのことは申請の殺到というかたちで中央にはねかえってきたと見
るべきであろう。尚，「会計官処務条規」については「会計官職制章程ヲ定ム」（明治 2己巳年 5月 8日，第
425）（69 ― 16），「府県奉職規則」については「府県奉職規則」（明治 2己巳年 7月 27日，第 675）（69 ― 26）の
各項を参照せよ。 











 　本件が伝えるのも，明治 3年 3月 14日の達と同じ内容である。府藩県が従来各管轄内の河川を
往来する船および筏流しから取り立ててきた定税について，これの調査と報告を指示している。本
件も堤防修理の財源調達問題の文脈に位置づけられる達である。 
 ※ 1　「府藩県川々往来船筏定税ヲ録上セシム」（明治 3庚午年 3月 14日，第 204）（参照，井上洋『明治前期の災
害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』，632 ― 633頁）。 
 ※ 2　参照，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，264頁。尚，当時民部省は大蔵省と合併しており，租税
司も民部省に属していた。それゆえ，明治 3年 3月 14日付の達を発した民部省は，民部＝大蔵省と表記すべ
き存在であったことに注意する必要がある。 
 10．「新規定免伺定免切替届一村限帳雛形ヲ定ム」（明治 4辛未年 4月 3日，大蔵省第 8） 












































































































 ※ 2　参照，井上洋『明治前期の災害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』，1006 ― 1010頁。 









 ※ 5　尚，本件に関しては，大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，314頁も参照せよ。 
 11a．「府藩県諸拝借証文ヲ改ム」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 180） 
































 ※ 1　「府県諸拝借改正ニ付証文書改方再達」（明治 4辛未年 7月 10日，太政官第 344）。本項の【付録 1】を参照せよ。 
 ※ 2　参照，「租税並ニ出納勘定仕上規則改正」（明治 4辛未年正月 13日，太政官第 17）。 
 ※ 3　「府県拝借米金証書雛形改正」（明治 5壬申年 6月 25日，太政官第 191号）。 
 【注解】『大蔵省沿革志』出納寮の部明治 4年 4月 10日条は，「府県ノ経費米金ハ証票ヲ以テ交付シ
及ヒ府藩県ノ貸付米金ノ証券ヲ改換セシム可キヲ太政官ニ稟議シ，裁可宣達ス」の項目の下に，本
件発出を太政官に稟請する文書を載せる※ 4。すなわち， 
 本省稟議 本司立案 ニ曰ク，府県ノ経費ハ其ノ歳額ヲ概計シ租税額内ヨリ扣断シテ之ヲ支用セシ
メ，堤防工費其ノ他ノ臨時費用














置米金其他請払等改正条項」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第 182）と連結されており，大局か
ら見ると，大蔵省が府県の出納を正確に把握し，それを管理するための措置として導入されたもの
であることが知られる。 
 ※ 4　大蔵省記録局（編）『大蔵省沿革志（上巻）』，544 ― 545頁。下線はそこが割註の部分であることを示す（加え
て同所はポイントも落としてある）。この点，『大蔵省沿革志』からの引用に付き，以下も同様である。 



































































すべて把握し，また同日に発出された「府県置米金其他請払等改正条項」（明治 4辛未年 4月 10日，太政官第
182）により，以後も府県の貸し渡し事務を把握し続けることができるような仕組みを立てたのである。 
 ※ 8　「夫食種籾農具等貸下ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 7月 14日，第 652）の項を見よ（参照，井上洋『明治前
期の災害対策法令 第一巻（1868 ― 1870）』，381 ― 398頁）。 
 ※ 9　「水火災ノ節窮民救助ノ措置ヲ定ム」（明治 2己巳年 12月 8日，第 1130）の項を見よ（参照，井上洋，同上書，
567 ― 575頁）。 









 【付録 2】 「府県諸拝借改正ニ付証文書改ヲ督促ス」（明治4辛未年10月22日，大蔵省第81） （566頁。） 
 　　　　　　十月二十二日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府　県 
 府県諸拝借改正ニ付証文書改メノ儀ニ付テハ再応御布告ノ趣モ有之候処今以不差出向モ有之不都合
ニ候条当十一月限無相違有無共取調可差出事 
 　自然延滞ニ及候ハヽ其責知参事ニ帰シ可申事 
第三百四十四
第八十一
